


















防災・減災が主流となる社会

災害から国民の命と暮らしを守るため、行政機関、民間企業、国民一人ひとりが、
意識・行動・仕組みに防災・減災を考慮することが当たり前となる社会

防災の主流化（Mainstreaming Disaster Risk Reduction）

・ 国連国際防災戦略※（UNISDR: United Nations International Strategy
for Disaster Reduction）が2005年に策定したガイドラインにおいて、
① 各国政府が防災を政策の優先課題とすること、
② すべての開発政策や計画に防災の概念を導入すること、
③ 防災に関する投資を増やすこと、
という主旨で使用

・ 2015年３月の第３回国連防災世界会議で採択された仙台防災枠組の中で
「防災の主流化」の取組の推進を位置づけ、同年８月に策定した国土形
成計画に「防災の主流化」を推進することを記載

※ 現在は「国連防災機関（UNDRR）」に名称を変更

出典：国土交通省資料
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低コストな耐震改修工法の事例

出典：木造住宅の安全確保方策マニュアル（令和７年３月改訂 国土交通省住宅局）
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安価な耐震改修工法【愛知県】

● 愛知県では、愛知建築地震災害軽減システム研究協議会のもとで開発・評価された

「安価な耐震改修工法」による耐震改修を促進している。一般的な耐震改修工法に比

べて、工事費や施工期間にメリットがあり、個人費用負担が少なくなる。

● 「安価な耐震改修工法」を普及させるため、住宅所有者へのパンフレットの配布や県

内事業者に対する実務講習会の開催などを行っている。
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低コスト耐震改修工法を採用している自治体【和歌山県、高知県他】

● 合理的な改修工法で工事費をできるだけ抑えることが有効であり、地方公共団体

ではこのような工法を補助対象としているところもある。

「防災 ・減災に関する漿民慈蛾調査」において、 耐展補強が必要 と診断されてもすぐに補強をしない理

由については、 「費用がかかるから」が最も多い回答でした。

票では 「愛知建築地震災害軽減システム研究協騒会」が翌定する 「木造住宅低コスト耐震浦強工法」を補

助の対象とするなど、 改修工寧費の低減を図っています。
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（参考）愛知建築地震災害軽減システム研究協議会「するなら今です！住まいの耐震化」



住宅耐震化への支援制度の概要と強化状況

出典：国土交通省住宅局資料

◎ 「住宅・建築物耐震改修事業」による支援の概要

※ 令和８年度当初予算：社会資本整備総合交付金等の内数

※ 本事業は民間事業者への直接補助ではなく、地方公共団体を通じた間接補助
（地方公共団体による補助制度の整備が必要）

※ 防火改修とあわせた耐震改修等に係る総合支援メニューの補助限度

※ 住宅関係箇所のみ抜粋

◎ 支援の主な拡充状況

主な拡充内容年度

総合支援メニュー（100万円定額交付）
の創設

H30当初

総合支援メニューに、密集市街地等、多
雪区域向けのメニューを追加
・密集市街地等※：150万円

※防火改修含む

・多雪区域：120万円

R2当初

耐震改修と併せて行う省エネ改修を補助
対象に追加

R4当初

総合支援メニューの交付額を拡充
・標準：115万円に拡充
・密集市街地等※：175万円に拡充

※防火改修含む

・多雪区域：140万円に拡充

R6補正

除却移転支援の創設
（最大265万円の支援）

R8当初

住宅住宅

耐震診断 民間実施：国と地方で２／３

■ 対象となる住宅

マンションを除く住宅

■ 交付対象

■ 交付額（ただし、補助対象工事費の８割を限度）
国と地方で１／３マンション

国と地方で２３％その他

耐震改修等、建替え又は除却

■ 対象となる住宅

マンションを含む全ての住宅を対象

■ 交付率

補強設計等 民間実施：国と地方で２／３

個別支援 パッケージ支援(総合支援メニュー）

交付額
(国と地方で定額）

耐震改修の種別

１７５万円密集市街地等（防火改修含む）

１４０万円多雪区域

１１５万円その他

補強設計等費及び耐震改修工事費（密集市街地
等で防火改修も行う場合は防火改修工事費を含
む）を合算した額（建替えは改修工事費用相当
額に対して助成）

■交付対象
省エネ設計等費及び省エネ改修工事費を合算した額

３０万円/戸（交付対象費用の４割を限度）省エネ基準適合レベル

７０万円/戸（交付対象費用の８割を限度）ZEHレベル

■ 交付額 （国と地方が補助する場合）

耐震改修と併せて行う省エネ改修 （上記に加算）

■ 対象となる住宅

■ 交付率・補助限度額

除却移転支援

除却費、移転費

【交付率】国と地方で２／３
【補助限度額】除却費200万円/戸、移転費65万円/戸

駅・バス停から1km超にある住宅（マンション除く）
を除却し、駅・バス停から800m以内※に移転する場合
（※ 土砂災害特別警戒区域等を除く）

■ 交付対象

拡充︓メニューの追加
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感震ブレーカー設置の支援

■ 無償配布による支援（台東区の事例） ■ 感震ブレーカーの設置促進に向けた取組の強化
（内閣官房、内閣府、総務省、経済産業省、国土交通省）

台東区HPより

【総務省消防庁】
○ 感震ブレーカーの普及推進に向け、自治体による普及啓発活動に

関する費用については、特別交付税措置が講じられている
○ 消防庁の令和７年度補正予算において、著しく危険な密集市街地

の未解消地区を有する地方公共団体が、当該市街地に居住する者
に対して感震ブレーカーの購入・取付について計画的に支援する
場合に、その費用を支援

【国土交通省】
○ 密集市街地の整備改善をハード・ソフト両面で進めており、住宅

市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）等により、ソフト
対策の一環として、地方公共団体による感震ブレーカー設置に関
する取組を支援

【経済産業省】
○ 電気事業法に基づき、登録調査機関

などが各家庭を訪問して電気設備か
ら漏電していないかなどの調査(点
検)を行う際、併せて、感震ブレー
カーの概要や必要性などを冊子でお
知らせする取組を令和７年度から開
始

○ 具体的には、消防庁や著しく危険な
密集市街地の未解消地区へ感震ブ
レーカーの設置等にかかる補助事業
を行っている地方公共団体の取組を
後押しするため、著しく危険な密集
市街地の未解消地区を有する地方公
共団体（令和５年度末時点15市区）
で調査をする際、当該自治体が行っ
ている補助制度を周知
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簡易型感震ブレーカーを配布しています

感震ブレーカーとは

震度5強相当以上の揺れを感知した場合に、ブレーカーやコンセント等への電気供給を自動的に止める器具で、地震

による雷気火災防止に効果的です。

I 2 配布対象地域及び配布対象者
台東区内において、延焼火災の危険性が著しく高い地域を対象に、配布を行っています。詳細につきま しては、下記

リンクからでもご確認いただけます。

□簡易型感．震ブレーカーの配布のお知らせ（PDF:3,017KB) 

配布対象地域

• 根岸3 • 4 • 5丁目

• 谷中2 • 3 • 5丁目

• 東浅草2丁目

• 日本堤1 • 2丁目

• 橋場2丁目

配布対象者

配布対象地域内に住民登録のある世帯のうち、配布を希望される方（賃貸も可）

I 3 配布する製品

t .、9

「簡易型感震ブレーカー」 （粘若テープで接若できるため、工事の必要がありません）

震度5強以上の揺れを感知した際、ブレーカーのスイッチを自動的に落とし、霊気を遮断する器具

※ 「感震ブレーカー等の性能評価ガイドライン」に規定する感震遮断性能2つ星以上のもの

国土強靱化

例 ：君気設備点検に併せた補助
制度の周知の様子



コンビナート施設への長周期地震動の影響と対策状況

出典：レジリエンス確保に関する技術検討委員会「コンビナート対策分科会」検討報告書（2018年６月土木学会平成29年度会長特別委員会「レジリエンス確保に関する技術検討委員会」コンビナート対策分科会）

仙台地区における危険物の漏洩状況

◎ 東北地方太平洋沖地震によるコンビナートの
危険物施設等の被害概要

・太平洋岸の久慈では津波により屋外タンク貯蔵所等が
破損し、地上設備の多くも津波により破損。

・仙台地区では津波火災により屋外タンク貯蔵所等が焼
損し、複数の特定事業所の屋外タンクの付属配管等
が破損し、石油が流出。

・いわきでは液状化、側方流動によってタンクが被害。
・鹿嶋では津波によるバース配管の損傷や岸壁の崩落が

発生。
・日本海沿岸地域では、スロッシングによる浮き屋根の

ポンツーン破損、浮き蓋の破損(酒田)、デッキ上へ
の油の溢流被害(新発田,新潟)が発生。

・東京湾岸では浮き屋根や浮き蓋沈没、ポンツーンの破
損(川崎)などの被害が発生。

・市原では球形貯槽の鋼管ブレースが破断し、LPG 貯蔵
施設で火災が発生、複数のタンクが炎上。

・大津波により、多くの設備に流出等の被害発生。

◎ 近年の耐震基準の変遷

・2003年十勝沖地震時には、震源から250Km離れた苫小牧で
浮屋根タンクのスロッシングで屋根が沈没し日本で初めて
となるタンク全面火災に至り、全国から大量の泡消火剤を
集めて消火に尽力したが消火まで44時間を要した。

・さらに2011年東北地方太平洋沖地震では東京・新潟等の湾
岸埋立地の浮屋根タンクの屋根上への油流出・浮屋根沈没
などを経験。

・この２件は震源から遠く離れたところでの長周期地震動に
よる内溶液のスロッシングが原因。

2005年に地域毎に長周期地震応答スペクトルが規定され
タンクのスロッシング応答と浮屋根の構造設計が導入。

（危険物タンク）

・2011年の東日本太平洋沖地震では、各地でタンクスロッシ
ング被害とLPG球形タンクの倒壊と爆発が発生。

設計用の長周期地震動の改正と球形貯槽の鋼管ブレース
の技術基準を新たに追加し該当する既設貯槽のブレース
補強を実施。

（高圧ガス施設）
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＇ 
①津波はタンク底板から約 3.5mまで到

達、当該タンクは空であったが浮上や移動

の現象は見られない。

②、③多数の配管の折れ曲がり 、危険物

が漏えいした。

④護岸、桟橋、防油堤の損傷が大きかった。

⑤スロッシング波高は約 Imで、浮き屋根

上に油が流出した。 ＇ 



石油コンビナートの耐災害性強化に関する国土強靱化施策

第１次国土強靱化実施中期計画 計画期間内に実施すべき施策

担当府省庁目標内容（施策名）

経済産業省L２津波（最大クラスの津波）による浸水が想
定される製油所等で、漂流物対策の実施が必要
な場所を特定するための調査を行い、当該結果
を踏まえてコンビナートの強靱化を推進する等、
対策の具体化を検討し、大規模火災・海洋汚染
の防止及び経済活動の維持・継続を図る。

コンビナートにおける
Ｌ２津波対策

総務省石油コンビナート等防災計画に基づく訓練を実
施した石油コンビナート等防災本部の割合

82％【Ｒ５】 → 100％【Ｒ12】

石油コンビナート等防災
計画の実効性の担保

総務省前年度中の「石油コンビナート等特別防災区域
の特定事業所における事故概要」の目標提供回
数（１回）の達成率

100％【Ｒ５】 → 100％【毎年度】
自衛防災組織の技能コンテストの目標実施回数
（１回）の達成率

100％【Ｒ６】 → 100％【毎年度】

石油コンビナート事業者
の応急対応力、関係機関
との連携の強化

災害時における事業継続性確保を始めとした官民連携強化

15
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【経済産業省】送電網の整備・強化対策

対応課題：（２）経済発展の基盤となる交通・通信・エネルギーなどライフラインの強靱化

概 要：台風や地震等、激甚化する災害による需給逼迫時にあっても、電力の広域的融通を可能とし、地域への安定的
な電力供給を確保するため、 2020年6月に成立したエネルギー供給強靭化法等を受けて策定された広域連系

系統のマスタープランを踏まえ、一般送配電事業者を中心とした民間事業者における地域間連系線の整備を計
画的に実施する。

64

施策の目標・実施内容等

◆施策の目標：

◆実施主体：

・民間企業

＜KPI・目標＞

将来
目標

計画
期間
目標

現況KPI・指標

100%
（R12）

100%
（R12）

0%
（R6）

広域連系系統のマスタープラン※を踏まえた
送電網（増強運用容量：875万kW（広域系統

整備計画策定時点））の整備完了率

地域間連系線の整備を行うことにより、送電網を強靱化
し、電力の安定供給を確保する。

地域間連系線の
整備状況

東北東京
間連系線
工事の状
況：

宮城丸森
幹線の新
設
（第87回
広域系統
整備委員
会 資料２）

対策実施例

※ 「広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）」（令和５年３月電力広域的運営推進機関）
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民間事業者・住民へのインセンティブ施策の例

外部資金提供者を巻き込んだ成果連動支払い
＝SIB（Social Impact Bond）

成果連動支払い民間委託・補助事業
＝PFS（Pay For Success）

成果連動型民間委託の導入

出典：内閣府資料 出典：（一社）日本損害保険協会資料

建物の免震・耐震性能に応じた地震保険の保険料の割引
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民間資金提供者

竺9まいの地域（都道府県）と建物の構造によって決まります。梵らピ言
〈年間保険料例（地震保険こ契約金額100万円あたり）〉

イ構造 口構造，

北海道・青森県・岩手県・秋田県・山形県・栃木県・群需県・新潟県・

富山県・石川県・福井県・長野県・岐阜県・滋賀県・京都府・兵庫県・
730円 1,120円

奈良県・烏取県•島根県・岡山県・広島県・山口県・福岡県・佐賀県・

長崎県・熊本県・大分県・鹿児島県

宮城県・福島県・山梨県・愛知県・三重県・大阪府・和歌山県・
1,160円 1,950円

香川県・愛媛県•宮崎県・沖縄県

茨城県・徳島県・高知県 2,300円

埼玉県 2,650円 4,110円

千葉県・東京都・神奈川県・静岡県 2,750円

＂m;~ヽ逼icl:l·— ;` - . 9 ー

※イ構造：主として鉄骨・コンクリート造の建物 I□構造：主として木造の建物
※2010年1月の改定に伴い、構造区分が変更となり保険料が引き上げとなる場合には、経過措匿が適用されて保険料負担が軽減される場合があります。
適用条件など詳しくは搭吉保険代理店または捐害保険会社までお問い合わせください。

'?!9E：性能に を〗
応じた割引制度があります。

そ割引の適用を受けるためには所定の確認資料の提出が必要です。
・:・ 1~  4の割引は望複して適用を受けることはできません。

9991, r,1E  

①免震建築物割引割引率50%
・住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく免震建築物である場合

②耐震等級割引割引率（眉員詈1113:50％眉量言級2:30%111尊1111:10%)
・住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく

耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）を有している場合など

⑧耐震診断割引割引率10%
・地方公共団体等による耐震診断または耐震改修の結果、

改正建築塞準法（1981年6月1日箆行）における耐震塞準を満たす場合

④建築年割引割引寧10%
• 1981年6月1日以降に新築された建物である場合



概 要：岩手県大槌町で発生した林野火災において、配備した車両・資機材を活用し、効果的な情報収集や消火活動
を実施することができた。

対 策 名：35 大規模災害等緊急消防援助隊充実強化対策＜５か年加速化対策＞【総務省】

 実施主体：総務省消防庁

 実施場所：全国

 事業概要：近年、激甚化・頻発化する土砂・風水害や切迫
する南海トラフ地震等に備え、緊急消防援助隊の対応力を
強化するため、車両・資機材の配備を実施した。

 事業費：７８．４億円 ※全国の事業費
・３か年緊急対策（平成30年度～令和２年度)
・５か年加速化対策（令和３年度～令和６年度）

 災害の外力、被害と効果：令和８年４月に岩手県大槌町に
おいて、林野被害約1,633ha（精査中）の大規模火災が発生
した。山間部において人が立ち入ることが困難な場所でも、
仙台市消防局に配備したドローンにより、熱源を効率的に
把握するとともに、小型バギーなどの車両や緊急消防援助
隊動態情報システムを活用し、効果的な消火活動を実施
することができた。今後も、大規模な災害発生に備えて、
緊急消防援助隊の車両整備等に取り組む必要がある。

５か年加速化対策

【情報収集活動用ドローン】

全国の緊急消防援助隊に84機を
5か年加速化対策で配備

緊急消防援助隊動態情報システム

１２都道県の緊急消防援助隊が
ローテーションを組みながら
24時間体制で消火活動を実施

狭あいな林道を小型車両を活用し
人員、資機材の搬送及び消防用
ホースの延長などを実施小型バギー

３か年緊急対策

ドローンの赤外線カメラ
で撮影した映像

【大槌町林野火災における活動の様子】

被災地において、近接できない災害現場で要救助者の捜索や
被害状況の把握を迅速に行い、指揮活動等に活用

44.5億円
33.9億円

緊急消防援助隊の車両・資機材の整備による広域的な消防防災体制の充実強化
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岩手県大槌町の山林火災に関する対応状況

■災害の概要
• サービス中断:10局
• エリア影響：岩手県大槌町吉里吉里地区/小鎚地区

■JAPANローミングの発動
• 対象市区町村：岩手県大槌町
• 方式：フルローミング方式
• 救済事業者：KDDI、ソフトバンク、楽天モバイル

 4/22 16時37分に山林火災に伴いNTTドコモにサービス中断（エリア影響）が発生
 基地局設備の焼損の可能性もあり、復旧の長期化が見込まれたことからJAPANローミング を発動

（注：事業者間協議を経て、準備の整った事業者から順次実施）

■時系列
4月22日
16:37 サービス中断
17:52 ローミング発動に向けた事業者間協議開始
19:09 ローミング発動（注）
20:00 お客様周知（HP掲載）

4月23日
19:40 サービス復旧

4月24日
14:32 JAPANローミング終了

19
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見える化の方向性について①（オープンデータの提供）

オープンデータを活用した防災関連サービスの例

新たに実施中期計画進捗状況を見える化してデータを提供することにより、既存の国土強靱化関係のオープンデー
タも活用して、広範な主体の創意工夫による新たな政策立案やビジネスの創出等に貢献。

「全国避難所データベース」 （株式会社ゼンリンデータコム）

 自治体の定める避難所項目を収録した避難所データに、ゼンリン地図を基に住所情報や座標情報の補正をか

けた避難所データベース

 各自治体から国土地理院に提供される更新データを基に、全国避難所データベースを最新情報へ更新。

また、標高や独自の種別情報（避難所、帰宅支援ステーション等）を付与。ハザードマップの重ね合わせも可能

 防災マップ、リスク管理、BCP等防災関連サービスのほか、学術・研究分野等での活用を想定

地図上に避難所を表示 ハザードマップ表示

新たな
政策立案
ビジネス

PLATEAU 
[プラトー] 重ねるハザードマップ ジャパン・ダッシュボード

既存のオープンデータの例

指標の例(避難所関係)

• スフィア基準を満たす避難所を設置するために必要となるトイレ、ベッド等の災害用物資・資機材の備蓄を

行っている市区町村の割合

• 避難所等にもなる公立小中学校の体育館等（体育館、武道場：32,616室）における空調設備の設置完了率

• 避難所等にもなる公立小中学校におけるバリアフリー化（201,619か所）の整備完了率

• 指定避難所（約82,000か所）等のうち、緊急に整備が必要な公共施設等（4,000か所）における災害時に

活用可能な再生可能エネルギー設備等の導入完了率

実施中期計画進捗状況の見える化

出典：株式会社ゼンリンデータコム提供

国土交通
データプラットフォーム
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各施策の都道府県・市町村別の進捗率を示すことにより、地方公共団体が、施策ごとに他団体と進捗状況を比較で
きるようになり、これを踏まえて重点的に取り組む施策を検討する等して、地域の実情に応じた国土強靱化地域計画
の内容充実が促進されることが期待される。

見える化の方向性について②（地域の強靱化への活用）

国土強靱化地域計画 実施中期計画進捗状況の見える化

ほぼ全ての地方公共団体で策定済み

地域の特性等を踏まえた具体的な検討を行い、

内容充実を図る必要

施策ごとに都道府県・市町村別の進捗率を把握可能

国土強靱化地域計画の内容充実
地域の強靱化

都道府県別・市町村別の進捗率から、

他の団体よりも遅れている施策等を把握

（支援内容）

・内容充実の進め方、先進事例等をまとめたガイドラインの提供

・地域計画に基づく取組に対する交付金・補助金の重点化

・伴走支援、出前講座 等

重点的に取り組む施策等を検討

21

国土強靱化

xxxx完了率
□0% -50% 
lニコ50%-70% 
こコ 70%-80% 
亡コ 80%-90% 
_ ,。%-100% 

'------------------------------------------------------------' 

•9’ 

〇

シ

多

ーヽ≪
 

．
．
．
 

．
 

｝
 

ヽヽ
ic
 

-
、


	tamesi.pdf
	【資料１-2】第19回国土強靱化推進会議における主な意見と回答_参考資料_260527-1720.pdf
	【資料１
	岩手県大槌町の山林火災に関する対応状況 




